


































回にわたる合同論文指導をへて 2005 年 11 月 25 日に政治学研究科に学位請求論文として
提出され、同年 12 月 13 日に正式に受理されたものである。ちなみに本研究は、申請者が
教職（明治大学政治経済学部専任講師・助教授）のかたわら、2001 年 4 月以降、政治学
研究科の博士課程学生として早稲田大学で行なった 5年間の研究成果を中心とするもので
ある。全文 307 頁（400 字詰め概算 1100 枚相当）のうち、本文 294 頁、参考文献 13 頁で
ある。注は各章末に付されている。構成は次のとおりである。  
 
序章   中国型政治協商体制と労働組合  
  1. 研究視角と課題  
  2. 労働組合と労働者参加の諸類型  
  3. 既存の研究・アプローチ  
  4. 全体の構成  
 
第 1 章   初期社会主義段階における労働組合の思想的位置  
  1. 建国初期の労働組合（工会）をめぐる言説  
  2. 第一次工会論争（1950-51 年）  
  3. 第二次工会論争（1957-58 年）  
  4. 論争の清算（1979-81 年）  
 
第 2 章   中国社会主義における労働組合と労働競争の意味  
  1. 建国初期の労働競争  
  2.「四つの現代化」と労働競争  
  3. 経済体制改革と労働競争  
 
第 3 章   政治体制改革と集団的民主化の模索  
  1. 経済体制改革と企業指導体制の再建  
  2.「党の指導」下の経済体制改革と工会  
  3. 経済体制改革の深化と工会改革への胎動  
 
第 4 章   政治体制改革の全面的展開と集団的民主化の挫折  
  1. 政治体制改革の本格化と伝統への回帰  
  2. 労働制度改革と工会  
  3. 政治体制改革の全面的展開と工会  
  4. 天安門事件に至る政治過程と工会  
 
第 5 章   中国のコーポラティズムと労働組合  
  1. コーポラティズム形成にいたるまでの前史  
 2
  2. 国家コーポラティズムの形成と展開  
  3. 社会コーポラティズムと国家コーポラティズムとのせめぎあい  
  4. 社会コーポラティズムへの本格的胎動  
  5. 中国の党＝国家とコーポラティズム  
 
終章   中国型政治協商体制論—--工会を中心にして  
  1. 毛沢東時代の「党政不分」と政治協商体制  
  2. 鄧小平時代の「党政分業」と政治協商体制  
  3. 趙紫陽時代の「党政分離」と政治協商体制  

















































 【第 4 章】では、1980 年代後半の民主化を経て天安門事件へと至るプロセスで、「集団
的民主化」において労働組合が果たした役割を検討する。本章が焦点を当てるのは、労働









































































































































2006 年 2 月 9 日  
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